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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ミクロフィブリル化したセルロース繊維が熱可塑性樹脂に分散した原料にして、前記熱
可塑性樹脂の融点が１５０～２００℃であり、少なくとも、前記熱可塑性樹脂と前記セル
ロース繊維の合計質量％を１００質量％とした時に２０質量％を超え、かつ６０質量％未
満の質量％の前記セルロース繊維と、無機顔料が含まれる原料の成形品であり、
　溶融温度２２０℃で溶融した前記原料について、せん断速度１２１６０ｓｅｃ-1での溶
融粘度が５００Ｐａ／ｓ以下であり、せん断速度１２．１６ｓｅｃ-1での溶融粘度が５０
００Ｐａ／ｓ以上である、ファスニング部品。
【請求項２】
　前記熱可塑性樹脂と前記セルロース繊維の合計質量％を１００％とした時に３０質量％
以上であり５０質量％以下の質量％の前記セルロース繊維が前記原料に含まれる、請求項
１に記載のファスニング部品。
【請求項３】
　前記原料には、合計１００質量％の前記熱可塑性樹脂と前記セルロース繊維に加えて、
０．５～５質量％の前記無機顔料が含まれる、請求項１に記載のファスニング部品。
【請求項４】
　前記熱可塑性樹脂がポリアミドである、請求項１乃至３のいずれか一項に記載のファス
ニング部品。
【請求項５】
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　前記ファスニング部品を溶融して得た長さ８０ｍｍ×巾１０ｍｍ×厚さ４ｍｍの寸法の
試験片の曲げ強度が１００ＭＰａ以上である、請求項１乃至４のいずれか一項に記載のフ
ァスニング部品。
【請求項６】
　前記ファスニング部品を溶融して得た長さ８０ｍｍ×巾１０ｍｍ×厚さ４ｍｍの寸法の
試験片の曲げ弾性率が４０００ＧＰａ以上である、請求項１又は５に記載のファスニング
部品。
【請求項７】
　前記ファスニング部品がスライドファスナー用のファスナースライダーである、請求項
１乃至６のいずれか一項に記載のファスニング部品。
【請求項８】
　溶融温度２２０℃で溶融した前記原料について、せん断速度１２１６０ｓｅｃ-1での溶
融粘度が４００Ｐａ／ｓ以下であり、せん断速度１２．１６ｓｅｃ-1での溶融粘度が８０
００Ｐａ／ｓ以上である、請求項１乃至７のいずれか一項に記載のファスニング部品。
【請求項９】
　ミクロフィブリル化したセルロース繊維が熱可塑性樹脂に分散した溶融原料にして、前
記熱可塑性樹脂の融点が１５０～２００℃であり、前記熱可塑性樹脂と前記セルロース繊
維の合計質量％を１００質量％とした時に２０質量％を超え、かつ６０質量％未満の質量
％の前記セルロース繊維が含まれる溶融原料を金型に供給する第１工程と、
　前記金型内に充填された前記溶融原料を冷却する第２工程と、
　を備え、
　溶融温度２２０℃で溶融した前記溶融原料について、せん断速度１２１６０ｓｅｃ-1で
の溶融粘度が５００Ｐａ／ｓ以下であり、せん断速度１２．１６ｓｅｃ-1での溶融粘度が
５０００Ｐａ／ｓ以上である、ファスニング部品の製造方法。
【請求項１０】
　原料の成形品であるファスニング部品であって、
　前記原料は、ミクロフィブリル化したセルロース繊維が熱可塑性樹脂に分散した原料に
して、前記熱可塑性樹脂の融点が１５０～２００℃であり、前記熱可塑性樹脂と前記セル
ロース繊維の合計質量％を１００質量％とした時に２０質量％を超え、かつ６０質量％未
満の質量％の前記セルロース繊維が含まれる原料であり、
　前記ファスニング部品を溶融して得た、長さ８０ｍｍ×巾１０ｍｍ×厚さ４ｍｍの寸法
の試験片の曲げ弾性率が４０００ＧＰａ以上である、ファスニング部品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ファスニング部品及びファスニング部品の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ファスニング部品として、バックル、スライドファスナー、スナップボタン、及び面フ
ァスナー等の様々な形態のものが開発及び製品化されている。このようなファスニング部
品は、金属製のものもあれば樹脂製のものもある。ファスニング部品は、衣類や鞄等の日
用品に限らず宇宙空間や水中等の特殊用途においても活用されている。
【０００３】
　特許文献１には、リサイクル性を確保するためにスライドファスナーのテープやエレメ
ントにセルロース繊維を含有させることが開示されている。
【０００４】
　特許文献２には、ビーズミルを用いて植物繊維を効率よく微細化する技術が開示され、
ミクロフィブリル化された植物繊維を疎水変性し、樹脂との密着性を高めることが開示さ
れている。
【０００５】
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　特許文献３には、セルロース繊維を含有する熱可塑性樹脂組成物の製造方法が開示され
ている。特許文献３に開示の製造方法は、同文献の要約に説明のように、回転羽根を有す
るミキサーに綿状のセルロース繊維と熱可塑性樹脂を入れて撹拌し、発生した摩擦熱によ
り熱可塑性樹脂を溶融させて、セルロース繊維に熱可塑性樹脂が付着した混合物を得る工
程と、混合物を冷却しながら撹拌する工程を含む。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】国際公開第２０１２／０５６５８３号パンフレット
【特許文献２】特開２０１１－２１３７５４号公報
【特許文献３】特開２００９－１５９７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ファスニング部品の強度を高めるため、樹脂原料に強化繊維を混合することが好ましい
。ファスニング部品に通常混合される強化繊維は、ガラス繊維や炭素繊維等の比較的高い
耐熱性を具備するものから選定することが一般的である。しかしながら、ファスニング部
品の更なる性能向上、若しくはファスニング部品に対して従来とは異なる特性又は特徴の
付与を図る上では限界がある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に係るファスニング部品は、ミクロフィブリル化したセルロース繊維が熱可塑性
樹脂に分散した原料にして、前記熱可塑性樹脂の融点が１５０～２００℃であり、前記熱
可塑性樹脂と前記セルロース繊維の合計質量％を１００質量％とした時に２０質量％を超
え、かつ６０質量％未満の質量％の前記セルロース繊維が含まれる原料の成形品である。
【０００９】
　前記熱可塑性樹脂と前記セルロース繊維の合計質量％を１００％とした時に３０質量％
以上であり５０質量％以下の質量％の前記セルロース繊維が前記原料に含まれる、と良い
。
【００１０】
　前記原料には無機顔料が更に含まれる、と良い。
【００１１】
　前記原料には、合計１００質量％の前記熱可塑性樹脂と前記セルロース繊維に加えて、
０．５～５質量％の前記無機顔料が含まれる、と良い。
【００１２】
　溶融温度２２０℃で溶融した前記原料について、せん断速度１２１６０ｓｅｃ-1での溶
融粘度が５００Ｐａ／ｓ以下であり、せん断速度１２．１６ｓｅｃ-1での溶融粘度が５０
００Ｐａ／ｓ以上である、と良い。
【００１３】
　前記熱可塑性樹脂がポリアミドである、と良い。
【００１４】
　前記ファスニング部品を溶融して得た所定寸法の試験片の曲げ強度が１００ＭＰａ以上
である、と良い。
【００１５】
　前記ファスニング部品を溶融して得た所定寸法の試験片の曲げ弾性率が４０００ＧＰａ
以上である、と良い。
【００１６】
　前記ファスニング部品がスライドファスナー用のファスナースライダーである、と良い
。
【００１７】
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　本発明に係るファスニング部品の製造方法は、ミクロフィブリル化したセルロース繊維
が熱可塑性樹脂に分散した溶融原料にして、前記熱可塑性樹脂の融点が１５０～２００℃
であり、前記熱可塑性樹脂と前記セルロース繊維の合計質量％を１００質量％とした時に
２０質量％を超え、かつ６０質量％未満の質量％の前記セルロース繊維が含まれる溶融原
料を金型に供給する第１工程と、前記金型内に充填された前記溶融原料を冷却する第２工
程と、を備える。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、ファスニング部品の更なる性能向上、若しくはファスニング部品に対
して従来とは異なる特性又は特徴の付与を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明のファスニング部品の一例のスライドファスナーの概略的な模式図である
。
【図２】本発明のファスニング部品の一例のスライドファスナーの概略的な模式図である
。
【図３】熱可塑性樹脂の溶融粘度の測定に用いられる装置の概略的な模式図である。
【図４】本発明のファスニング部品の製造工程を示す概略的な工程図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　本実施形態に係るファスニング部品は、ミクロフィブリル化したセルロース繊維が熱可
塑性樹脂に分散した原料（以下、単に原料と呼ぶ場合がある）にして、熱可塑性樹脂の融
点が１５０～２００℃であり、熱可塑性樹脂とセルロース繊維の合計質量％を１００質量
％とした時に２０質量％を超え、かつ６０質量％未満の質量％のセルロース繊維が含まれ
る原料の成形品である。
【００２１】
　本実施形態においては、熱可塑性樹脂に含有される強化繊維としてセルロース繊維を採
用する。ファスニング部品に通常混合される強化繊維は、ガラス繊維や炭素繊維等の十分
な耐熱性を具備するものから選定することが一般的である。本実施形態においては、この
ような慣行に反してセルロース繊維を強化繊維として採用し、これにより、ファスニング
部品の高強度化を図る。熱可塑性樹脂の融点が１５０～２００℃であるため、溶融樹脂に
分散したミクロフィブリル化したセルロース繊維の変質をある程度に抑制することができ
る。セルロース繊維の質量％が２０質量％を超え、かつ６０質量％未満であるため、ファ
スニング部品の強度とファスニング部品の成形時の成形性を適当に両立することができる
。この点は、後述の実施例と比較例の対比からも裏付けられる。軽量かつ高強度のセルロ
ース繊維のおかげで所望のファスニング部品の性能を確保できる。セルロース繊維が再生
可能なバイオマス資源であるという点を踏まえれば、ファスニング部品の環境性能が高め
られるとも言える。
【００２２】
　本実施形態においては、特にミクロフィブリル化したセルロース繊維を強化樹脂として
活用することにより、ファスニング部品の強度を好適かつ十分に確保することができる。
ミクロフィブリル化したセルロース繊維が３次元の網状に存在し、ファスニング部品の軽
量性を損なうことなくその強度が好適に確保される。なお、当業者には周知のように、ミ
クロフィブリル化したセルロース繊維は、直鎖状セルロースが水素結合して束になったも
のである。
【００２３】
　なお、熱可塑性樹脂の融点は、示差走査熱量計、通称ＤＳＣ（Ｄｉｆｆｅｒｅｎｔｉａ
ｌ　ｓｃａｎｎｉｎｇ　ｃａｌｏｒｉｍｅｔｒｙ）により測定されたものを採用すると良
い。示差走査熱量測定は、測定試料と標準試料の間で吸収熱量の差を検出し、これにより
、測定試料の融点を測定する手法であり、高分子分野において広く採用されている。例え
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ば、セイコーインスツルメンツ社製の製品名ＥＸＳＴＡＲ６０００のＤＳＣを活用すると
良い。熱可塑性樹脂に異なる種類の熱可塑性樹脂が含有される場合、最も高温側の吸熱ピ
ークトップの温度を融点とすると良い。ＤＳＣの測定方式は、熱流束、入力補償のいずれ
でも構わない。基準物質としてα―アルミナを用いても構わないが、基準物質を無しとし
ても構わない。１０℃／ｍｉｎでＤＳＣ測定を行うことが良い。
【００２４】
　熱可塑性樹脂とセルロース繊維の各質量％の測定方法は任意である。例えば、ファスニ
ング部品を溶融した上でセルロース繊維を熱可塑性樹脂から濾過等により分離し、ファス
ニング部品の質量に対する熱可塑性樹脂の質量比と、ファスニング部品の質量に対するセ
ルロース繊維の質量比を算出して熱可塑性樹脂とセルロース繊維の各質量％を算出しても
良い。濾過に際しては、熱可塑性樹脂がポリアミドＰＡ１１、ポリアセタールＰＯＭの場
合、ヘキサフルオロイソプロパノール（ＨＦＩＰ）を溶媒として使用すると良い。熱可塑
性樹脂がポリプロピレンＰＰの場合、ジクロロベンゼンを溶媒として使用すると良い。
【００２５】
（ファスニング部品の形態）
　ファスニング部品は、バックルの構成部品、スライドファスナーの構成部品、スナップ
ボタンの構成部品、又は面ファスナーの構成部品である。例えば、ファスニング部品は、
図１及び図２に示すスライドファスナー１００の構成部品である。
【００２６】
　図１を参照してスライドファスナー１００の構成について説明する。図１に示すように
、スライドファスナー１００は、左右一組のファスナーテープ８１（８１ａ、８１ｂ）、
ファスナーテープ８１の内側縁に設けられた左右一組のコイルエレメント７１（７１ａ、
７１ｂ）、左右一組の上止め５１（５１ａ、５１ｂ）、左右共通の下止め６１、及び左右
一組のコイルエレメント７１が挿通された樹脂製のファスナースライダー９０から構成さ
れる。ファスナースライダー９０は、スライダー本体９２の柱部９４に引手９８が取り付
けられたものである。スライダー本体９２は、周知のように、上翼板と下翼板が連結柱を
介して対向配置し、それらの間にＹ字状のエレメント通路が設けられたものである。
【００２７】
　図２を参照してスライドファスナー１００の他の構成について説明する。図２に示すス
ライドファスナー１００は、図１に示すコイルエレメント７１に代えて個別のエレメント
が所定間隔で設けられた左右のエレメント列７５（７５ａ、７５ｂ）が採用されている。
また、図１に示す下止め６１に代えて開離嵌挿具６５が採用されている。開離嵌挿具６５
は、箱体６５ａ、箱棒６５ｂ、及び蝶棒６５ｃから成る。図１及び図２に示すスライドフ
ァスナー１００の構成は、あくまで例示的に示したものであり、これにより本願に開示の
ファスニング部品が限定解釈されるべきものではない。
【００２８】
　本願に開示のファスニング部品は、例えば、図１及び図２に開示のファスナースライダ
ー９０であり、典型的にはスライダー本体９２である。スライダー本体９２は、高い強度
を持たせることが望ましい。
【００２９】
　本願に開示のファスニング部品は、例えば、図１に開示の上止め５１、若しくは図１に
開示の下止め６１又は図２に開示の開離嵌挿具６５である。本願に開示のファスニング部
品は、例えば、図２に開示のエレメント列７５を構成するエレメントである。ファスナー
スライダー９０の移動線路を構成若しくは同線路上にあるこれらの要素は、スライドファ
スナー１００の機能を確保する上で重要であり、高い強度を持たせることが望ましい。
【００３０】
　上述のように本願に開示のファスニング部品は、バックルの構成部品、スナップボタン
の構成部品、又は面ファスナーの構成部品であっても良い。これらの個々について個別に
図示をして説明することは省略する。バックルに関しては、本願に開示のファスニング部
品は、組を為す雄型及び雌型バックルの少なくとも一方となる。スナップボタンに関して
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は、組を為す雄型及び雌型ボタンの少なくとも一方となる。面ファスナーに関しては、組
を為す雄型及び雌型面ファスナーの少なくとも一方となる。ファスニング部品の雄型と雌
型の両方について本願に開示のファスニング部品を適用することが望ましい。
【００３１】
（セルロース繊維）
　原料に含まれるセルロース繊維について詳述する。ミクロフィブリル化したセルロース
繊維径は、典型的には４～１０００ｎｍであり、好適には４～２００ｎｍであり、より好
ましくは４～１００ｎｍである。なお、植物中においてセルロースがシングルセルロース
ナノファイバーとして存在しており、その繊維径が４ｎｍである。セルロース繊維に含ま
れるセルロースを化学的に処置して疎水性を具備させると良い。これにより、セルロース
繊維と樹脂との親和性を高めることができる。
【００３２】
　原料中に含まれるミクロフィブリル化したセルロース繊維の質量％は、上述のように、
２０質量％を超え、かつ６０質量％未満である。実施形態によっては、熱可塑性樹脂とセ
ルロース繊維の合計質量％を１００質量％とした時に３０質量％以上であり５０質量％以
下の質量％のセルロース繊維が原料に含まれ、この点は後述の実施例により裏付けられる
。３０質量％以上であり５０質量％以下の場合、ファスニング部品の強度とファスニング
部品の成形時の成形性をより適切に両立することができる。
【００３３】
（原料におけるセルロース繊維の分散性）
　原料中、つまり熱可塑性樹脂中においては、直鎖状のセルロースの適当数が束になった
微細なセルロース繊維が一様に分散しており、疎密の分布に多少のバラツキがあるとして
も全体としては一様に分散しているものと言える。この点に関して、固体状態のファスニ
ング部品からセルロース繊維の分散性を評価することは一般的に困難であるが、ファスニ
ング部品を溶融してその溶融粘度を測定することにより次のように評価することができる
。
【００３４】
　溶融温度２２０℃で溶融した原料について、せん断速度１２１６０ｓｅｃ-1での溶融粘
度が５００Ｐａ／ｓ以下であり、せん断速度１２．１６ｓｅｃ-1での溶融粘度が５０００
Ｐａ／ｓ以上である。このような溶融粘度が測定される場合、原料におけるセルロース繊
維の分散性が適切であり、ファスニング部品の強度が好適に確保される場合が多いと言え
る。
【００３５】
　後述の実施例の結果に照らすと、溶融温度２２０℃で溶融した原料について、せん断速
度１２１６０ｓｅｃ-1での溶融粘度が４００Ｐａ／ｓ以下であり、せん断速度１２．１６
ｓｅｃ-1での溶融粘度が８０００Ｐａ／ｓ以上であると良い。
【００３６】
　溶融粘度の測定方法は、ＪＩＳ－Ｋ７１９９に準拠して行うものとする。例えば、図３
に示すキャピラリーレオメーター（溶融粘度測定装置）１０を用いる。キャピラリーレオ
メーター１０は、シリンダー２１の下端側から順に固定金具２２、キャピラリーノズル２
３、及びエントランス２４を有する。シリンダー２１の上端側には、棒部２５の下端にロ
ッド２６が設けられたピストン２９がシリンダー２１内を上下可動に配される。ピストン
２９の外周とシリンダー２１の内周の間にはＯリング２７が配され、これによりピストン
２９の下方の空間が液密に保たれる。ロッド２６の下端には圧力センサ２８が任意の態様
で設けられる。シリンダー２１の下方に溶融試料２０が配され、毛細管現象によりキャピ
ラリーノズル２３、エントランス２４を介してロッド２６下の空間へ導入される。
【００３７】
　試料（ミクロフィブリル化したセルロース繊維が熱可塑性樹脂に分散した原料）の溶融
粘度ηは、次式により算出される。なお、せん断応力は、圧力センサの出力値に応じて決
定される。せん断速度は、ピストン２９の下降速度に応じたものである。
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【数１】

【００３８】
　例示的な試験温度は、２２０℃であり、これは、熱可塑性樹脂の融点１５０～２００℃
を上回る温度である。キャピラリーノズル２３について、長さ１０ｍｍ、内径１ｍｍとす
る。上述の試料を８０℃にて６時間に亘り真空乾燥させたものを測定試料とする。測定試
料をシリンダーに充填後、５分間に亘り加熱し、粘度特定試験を行う。例示的な試験速度
は、０．５、１、２、５、１０、２０、５０、１００、２００、５００、１０００（ｍｍ
／ｍｉｎ）である。例示的なせん断速度は、６．０８、１２．１６、２４．３２、６０．
８０、１２１．６、２４３．２、６０８．０、１２１６、２４３２、６０８０、１２１６
０（１／ｓ）である。
【００３９】
　溶融粘度に関しては、一般的に、せん断速度を大きくすると溶融粘度が低下する。本実
施形態においてもこの傾向が見られるが、セルロース繊維がミクロフィブリル化している
ため、低せん断速度の領域においてセルロース繊維が熱可塑性樹脂の動きを十分に阻害し
て比較的高い溶融粘度、つまり上述の５０００Ｐａ／ｓ以上若しくは８０００Ｐａ／ｓ以
上が測定され、高せん断速度の範囲において配向したセルロース繊維が熱可塑性樹脂の動
きを阻害する要因としては機能せず比較的低い溶融粘度、つまり上述の５００Ｐａ以下若
しくは４００Ｐａ／ｓ以下が測定されるものと推定される。
【００４０】
　後述の実施例の結果に照らすと、溶融温度２２０℃で溶融した原料について、せん断速
度１２．１６ｓｅｃ-1での溶融粘度をＭとし、せん断速度１２１６０ｓｅｃ-1での溶融粘
度をＮとしたとき、４０≦Ｍ／Ｎ≦１２０を満足すると良く、より好ましくは、４５≦Ｍ
／Ｎ≦１１６を満足する。
【００４１】
（無機顔料の添加）
　実施形態によっては、原料には無機顔料を添加しても構わない。これにより、成形時の
熱的影響によりセルロース繊維が焼けてファスニング部品が変色する程度を緩和すること
ができる。また場合によっては、成形時の熱的影響等による熱可塑性樹脂の変色による色
再現性の悪化を補うことができる。適当量の無機顔料の添加によっても強度低下が生じな
いことは、ガラス繊維等と比較してセルロース繊維の分散サイズが小さいためであること
が推定される。ガラス繊維の分散サイズは、径１０μｍ×長さ３００μｍである。他方、
セルロース繊維の分散サイズは、径０．００４～０．０２μｍ×長さ１μｍである。顔料
の単独若しくは凝集体の径が０．２～５μｍの時、顔料粒子からみてガラス繊維よりもセ
ルロース繊維が格段に細い繊維として存在する。
【００４２】
　無機顔料は、白色顔料、赤色顔料、青色顔料、黄色顔料、及び黒色顔料の群から選択さ
れる１以上の顔料である。白色顔料は、例えば、二酸化チタン（ルチル、アナターゼ）Ｔ
ｉＯ2、硫化亜鉛ＺｎＳ、鉛白２ＰｂＣｏ3・Ｐｂ（ＯＨ）2、亜鉛華ＺｎＯ、リトポンＢ
ａＳＯ4＋ＺｎＳ、三酸化アンチモンＳｂ2Ｏ3等であるが、これに限られるべきものでは
ない。赤色顔料は、例えば、コバルトバイオレットＣｏ3（ＰＯ4）

2、カドミウムレッド
ＣｄＳ・ｎＣｄＳｅ、朱（バーミリオン）ＨｇＳ、モリブデンオレンジＭｏＰｂＯ4、ベ
ンガラＦｅ2Ｏ3であるが、これに限られるべきものではない。青色顔料は、例えば、酸化
クロムＣｒ2Ｏ3、群青２（Ａｌ2Ｎａ2ＳｉＯ）、紺青ＫＦｅ［Ｆｅ（ＣＮ）6］、コバル
トブルーＣｏＯ・ｎＡｌ2Ｏ3であるが、これに限られるべきものではない。黄色顔料は、
例えば、黄鉛ＰｂＣｒＯ4、カドミウムイエローＣｄＳ、ジンククロメートＺｎＣｒＯ4、
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イエローオーカーＦｅＯ・ＯＨであるが、これに限られるべきものではない。黒色顔料は
、典型的にはカーボンブラックであるが、これに限られるべきものではない。安価な色調
調整剤として、硫酸バリウムＢａＳＯ4、炭酸バリウムＢａＣＯ3、炭酸カルシウムＣａＣ
Ｏ3、石膏ＣａＣＯ4、及びシリカＳｉＯ2等を用いても良い。
【００４３】
　粉状の無機顔料を用いることが望ましい。無機顔料の質量％や粒子径は、十分な分散性
や発色性を得るべく適当に調整可能である。無機顔料の粒子径が大きすぎると無機顔料に
よる色調整度合が低下し、小さすぎるとファンデルワールス力による凝集を引き起こして
しまうおそれがある。このような観点から、無機顔料のメジアン径は、典型的には５．０
μｍ以下であり、好ましくは３．０μｍ以下であり、典型的には０．１μｍ以上であり、
好ましくは０．２μｍ以上である。顔料粉体のメジアン径はＪＩＳ８８２５－１：２００
１に準拠して、レーザー回折法により測定可能である。
【００４４】
　原料中の顔料の含有量は任意であるが、少なくとも原料中のセルロース繊維の質量％未
満であることが望ましい。顔料の質量％をセルロース繊維の質量％よりも大きくすると、
原料の成形性が悪化し、またファスニング部品の強度を十分に確保することが困難になっ
てしまうだろう。原料中の顔料の質量％は、原料中のセルロース繊維の質量％と比べて十
分に低いことが望ましい。原料には、合計１００質量％の熱可塑性樹脂とセルロース繊維
に加えて、０．５～５質量％の無機顔料が含まれる、と良い。この範囲に限らず、１０．
０質量％以下であり、好適には５．０質量％以下としても良い。原料中の顔料の質量％は
、色再現性の観点から、０．５質量％以上とすることが好ましく、１．０質量％以上とす
ることがより好ましい。
【００４５】
（熱可塑性樹脂について）
　熱可塑性樹脂の材料については融点１５０～２００℃であれば任意である。好ましい実
施形態においては、熱可塑性樹脂がポリアミドである。ポリアミドは分子構造によって融
点が異なるが、セルロース繊維の焼けを抑制する観点から融点１５０～２００℃のものを
活用する。ポリアミドは、高融点になれば黄変する傾向があり、低融点になると強度や剛
性が低下する傾向にある。このような観点からも融点１５０～２００℃のポリアミドを活
用することが望ましい。ポリアミドの黄変は、白色等の無機顔料の添加により補うことが
できる。ポリアミドの融点は、上述のように示差走査熱量計を活用して決定づけられる。
【００４６】
　ポリアミドは、ジアミンとジカルボン酸の共重縮合、ω－アミノ酸の重縮合及びラクタ
ム類の開環重合などによって得られる。ジアミンとしては、例えば、エチレンジアミン、
プロピレンジアミン、ブチレンジアミン、ヘキサメチレンジアミン、２－メチルプロパン
ジアミン、３－メチルプロパンジアミン、オクタメチレンジアミン、デカンジアミン及び
ドデカンジアミンなどの直鎖状又は分岐鎖状の脂肪族ジアミン、メタキシリレンジアミン
、パラキシリレンジアミン、メタフェニレンジアミン及びパラフェニレンジアミンなどの
芳香族ジアミン、イソホロンジアミン、２－アミノメチルピペリジン、４－アミノメチル
ピペリジン、４，４’－ジアミノジシクロヘキシレンメタン、４，４’－ジアミノ－３，
３’－ジメチルジシクロヘキシレンメタン、１，３－ジ（４－ピペリジル）－プロパン、
１，２－ジアミノシクロヘキサン、１，３－ジアミノシクロヘキサン、１，４－ジアミノ
シクロヘキサン、Ｎ－アミノプロピルピペラジン、４，４’－ジアミノジシクロヘキシレ
ンプロパン、１，２－ビス（アミノメチル）シクロヘキサン、１，３－ビス（アミノメチ
ル）シクロヘキサン及び１，４－ビス（アミノプロピル）ピペラジンなどの脂環族ジアミ
ンが挙げられる。ジカルボン酸としては、例えば、コハク酸、プロパン二酸、ブタン二酸
、ペンタン二酸、アジピン酸、ヘプタン二酸、オクタン二酸、ノナン二酸、デカン二酸、
ドデカン二酸、ウンデカン二酸、ダイマー酸、水添ダイマー酸などの直鎖状又は分岐鎖状
の脂肪族ジカルボン酸、フタル酸、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン
酸、２－クロロテレフタル酸、２－メチルテレフタル酸、５－メチルイソフタル酸、及び
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５－ナトリウムスルホイソフタル酸及び１，５－ナフタレンジカルボン酸などの芳香族ジ
カルボン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸、１，２－シクロヘキサンジカルボン
酸、１，３－シクロヘキサンジカルボン酸、テトラヒドロフタル酸、テトラヒドロ無水フ
タル酸、ヘキサヒドロフタル酸、ヘキサヒドロ無水フタル酸、３－メチル－１，２，３，
６－テトラヒドロ無水フタル酸、４－メチル－１，２，３，６－テトラヒドロ無水フタル
酸、３－メチル－１，２，３，６－テトラヒドロフタル酸、４－メチル－１，２，３，６
－テトラヒドロフタル酸、３－メチル－ヘキサヒドロ無水フタル酸、４－メチルヘキサヒ
ドロ無水フタル酸、３－メチルヘキサヒドロフタル酸、４－メチルヘキサヒドロフタル酸
などの非芳香族環式基を有するジカルボン酸が挙げられる。ω－アミノ酸としては、例え
ば、６－アミノヘキサン酸、１１－アミノウンデカン酸、１２－アミノドデカン酸、４－
ピペリジンカルボン酸、３－ピペリジンカルボン酸、及び２－ピペリジンカルボン酸など
が挙げられる。ラクタムとしては、ε－カプロラクタム、ウンデカンラクタム及びラウリ
ルラクタムなどが挙げられる。
【００４７】
　ポリアミドの具体例としては、ポリカプロアミド（ナイロン６）、ポリドデカンアミド
（ナイロン１２）、ポリテトラメチレンアジパミド（ナイロン４６）、ポリヘキサメチレ
ンアジパミド（ナイロン６６）、ポリウンデカメチレンアジパミド（ナイロン１１６）、
ポリメタキシリレンアジパミド（ナイロンＭＸＤ６）、ポリパラキシリレンアジパミド（
ナイロンＰＸＤ６）、ポリテトラメチレンセバカミド（ナイロン４１０）、ポリヘキサメ
チレンセバカミド（ナイロン６１０）、ポリデカメチレンアジパミド（ナイロン１０６）
、ポリデカメチレンセバカミド（ナイロン１０１０）、ポリヘキサメチレンドデカミド（
ナイロン６１２）、ポリデカメチレンドデカミド（ナイロン１０１２）、ポリヘキサメチ
レンイソフタルアミド（ナイロン６Ｉ）、ポリヘキサメチレンテレフタルアミド（ナイロ
ン６Ｔ）、ポリビス（３－メチル－４－アミノヘキシル）メタンテレフタルアミド（ナイ
ロンＰＡＣＭＴ）、ポリビス（３－メチル－４－アミノヘキシル）メタンイソフタルアミ
ド（ナイロンＰＡＣＭＩ）、ポリビス（３－メチル－４－アミノヘキシル）メタンドデカ
ミド（ナイロンＰＡＣＭ１２）、ポリビス（３－メチル－４－アミノヘキシル）メタンテ
トラデカミド（ナイロンＰＡＣＭ１４）、ポリテトラメチレンテレフタルアミド（ナイロ
ン４Ｔ）、ポリペンタメチレンテレフタルアミド（ナイロン５Ｔ）、ポリ－２－メチルペ
ンタメチレンテレフタルアミド（ナイロンＭ－５Ｔ）、ポリヘキサメチレンヘキサヒドロ
テレフタルアミド（ナイロン６Ｔ（Ｈ））、ポリ２－メチル－オクタメチレンテレフタル
アミド、ポリノナメチレンテレフタルアミド（ナイロン９Ｔ）、ポリデカメチレンテレフ
タルアミド（ナイロン１０Ｔ）、ポリウンデカメチレンテレフタルアミド（ナイロン１１
Ｔ）、ポリドデカメチレンテレフタルアミド（ナイロン１２Ｔ）、ポリビス（３－メチル
－４－アミノヘキシル）メタンテレフタルアミド（ナイロンＰＡＣＭＴ）、ポリビス（３
－メチル－４－アミノヘキシル）メタンイソフタルアミド（ナイロンＰＡＣＭＩ）、ポリ
ビス（３－メチル－４－アミノヘキシル）メタンドデカミド（ナイロンＰＡＣＭ１２）、
及びポリビス（３－メチル－４－アミノヘキシル）メタンテトラデカミド（ナイロンＰＡ
ＣＭ１４）などが挙げられる。これらは単独で用いても２種以上を混合して用いてもよい
。
【００４８】
　更に、ポリアミドの繰返単位の任意の組合せで得られる共重合体も用いることができる
。限定的ではないが、このようなポリアミド共重合体としては、カプロラクタム／ヘキサ
メチレン・アジポアミド共重合体（ナイロン６／６，６）、ヘキサメチレン・アジポアミ
ド／カプロラクタム共重合体（ナイロン６，６／６）、ヘキサメチレン・アジポアミド／
ヘキサメチレン－アゼラインアミド共重合体（ナイロン６，６／６，９）等が挙げられる
。
【００４９】
（ファスニング部品の強度特性）
　後述の実施例に照らせば明らかなように、好ましい実施形態においては、ファスニング
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部品を溶融して得た所定寸法の試験片の曲げ強度が１００ＭＰａ以上である。好ましい実
施形態においては、ファスニング部品を溶融して得た所定寸法の試験片の曲げ弾性率が４
０００ＧＰａ以上である。
【００５０】
　曲げ試験は、ＪＩＳ－Ｋ７１７１、ＩＳＯ１７８に準拠して行うものとする。代表的な
試験片の寸法は、長さ×巾×厚さの順で８０×１０×４ｍｍである。試験速度は、１０ｍ
ｍ／ｍｉｎである。試験片を支持する支点間の距離Ｌは、Ｌ＝６４ｍｍである。圧子の半
径Ｒ１は、Ｒ１＝５ｍｍである。
【００５１】
　曲げ応力は、数２により算出され、σの最大値が曲げ強度である。
【数２】

　ここで、σが曲げ応力である。Ｆが曲げ荷重である。Ｌが支点間距離である。ｂは、試
験片幅である。ｈは、試験片厚である。
【００５２】
　曲げ弾性率は、区間０．０５～０．２５％の規定ひずみ区間の曲げ応力勾配により弾性
率を算出する割線法に準拠して算出する。数３により算出されたたわみ（ｍｍ）時の荷重
から数２により曲げ応力σ1と曲げ応力σ2を算出して数４により曲げ弾性率Ｅを算出する
。
【００５３】
【数３】

　ここで、Ｓがたわみであり、単位がｍｍである。εiが歪であり、詳細には、ｉ＝１の
ときの歪についてはε1＝０．０００５であり、ｉ＝２のときの歪についてはε2＝０．０
０２５である。Ｌが支点間距離である。ｈは、試験片厚である。
【００５４】

【数４】

　ここで、ε1＝０．０００５であり、ε2＝０．００２５である。σ1が、ε1＝０．００
０５に対応する曲げ応力である。σ2が、ε2＝０．００２５に対応する曲げ応力である。
【００５５】
　なお、試験片の強度特性を他の方法にて測定しても構わない。
【００５６】
（ファスニング部品の製造方法）
　本実施形態に係る製造方法は、ミクロフィブリル化したセルロース繊維が熱可塑性樹脂
に分散した溶融原料にして、熱可塑性樹脂の融点が１５０～２００℃であり、２０質量％
を超え、かつ６０質量％未満の質量％のセルロース繊維が含まれる溶融原料を金型に供給
する第１工程と、金型内に充填された溶融原料を冷却する第２工程と、を含む。
【００５７】
　図４に例示的に示す成形装置２００を活用してファスニング部品を製造しても良い。成
形装置２００は、溶融原料を撹拌する撹拌部２１０と、撹拌部２１０から供給される溶融
原料を成形する成形部２２０を有する。撹拌部２１０においては、中空のシリンダー２０
１内に搬送スクリュー２０２が回動可能に配され、搬送スクリュー２０２の回動により溶
融原料が搬送され、またこの過程で熱可塑性樹脂内においてセルロース繊維が十分に分散
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される。撹拌部２１０の導入部２０３の導入口が広口に構成されており、これにより、シ
リンダー２０１の内部空間への溶融原料の導入が容易化されている。撹拌部２１０のノズ
ル２０４を介してシリンダー２０１内から成形部２２０側へ溶融原料が供給される。
【００５８】
　成形部２２０は、１以上の金型から構成された一般的な成形装置であり、必ずしもこの
態様に限られるべきものではないが図３においては第１金型２２１ａと第２金型２２１ｂ
から構成される。第１金型２２１ａと第２金型２２１ｂには、成形品を成形するための成
型キャビティー（不図示）が個別に設けられている。また、少なくとも第２金型２２１ｂ
には第２金型２２１ｂの成型キャビティーとノズル２０４間を連通するランナー（不図示
）が設けられる。溶融原料を成形キャビティーに供給している際、第１金型２２１ａと第
２金型２２１ｂが熱可塑性樹脂の融点付近の温度に保たれる。成形キャビティーに充填さ
れた溶融原料を凝固する際には第１金型２２１ａと第２金型２２１ｂを任意の手段により
冷却する。
【００５９】
　撹拌部２１０が撹拌する原料は、ミクロフィブリル化したセルロース繊維が熱可塑性樹
脂に分散した溶融原料である。好ましくは、導入部２０３の導入口を介してシリンダー２
０１内に導入される時点において原料が溶融状態にあるが、必ずしもこの限りではなく、
シリンダー２０１での加熱により原料を溶融状態としても構わない。撹拌時の保温温度を
熱可塑性樹脂の融点１５０～２００℃と同等に設定すれば、より高融点の熱可塑性樹脂を
採用する場合と比較してプロセスの低温化を図ることができる。
【００６０】
（ミクロフィブリル化したセルロース繊維の製造方法）
　ミクロフィブリル化したセルロース繊維自体の製造方法は任意であるが、典型的かつ好
適な製造方法について例示的に説明する。例えば、水にパルプを懸濁した懸濁液をビーズ
ミルに入れてパルプを解繊すれば良い。パルプは、典型的には木材等のパルプ化処理又は
紙資源の再利用化処理により得られたパルプである。例えば、ケミカルパルプ（クラフト
パルプ（ＫＰ）、亜硫酸パルプ（ＳＰ））、セミケミカルパルプ（ＳＣＰ）、セミグラン
ドパルプ（ＣＧＰ）、ケミメカニカルパルプ（ＣＭＰ）、砕木パルプ（ＧＰ）、リファイ
ナーメカニカルパルプ（ＲＭＰ）、サーモメカニカルパルプ（ＴＭＰ）、及びケミサーモ
メカニカルパルプ（ＣＴＭＰ）の群から選択される１以上のパルプを採用しても良い。パ
ルプに対して、脱リグニン又は漂白を行い、植物繊維中のリグニン量を調整しても良い。
【００６１】
　パルプの中でも、繊維強度が強い針葉樹由来の各種クラフトパルプ（針葉樹未漂白クラ
フトパルプ（以下、ＮＵＫＰということがある）、針葉樹酸素晒し未漂白クラフトパルプ
（以下、ＮＯＫＰということがある）、針葉樹漂白クラフトパルプ（以下、ＮＢＫＰとい
うことがある））が特に好ましい。
【００６２】
　ミクロフィブリル化したセルロース繊維は、グルコース単位の水酸基を一部変性したも
のであっても構わない。例えば、（ｉ）疎水化剤によって変性された疎水化変性セルロー
ス繊維に、（ｉｉ）アニオン化剤によって変性されたアニオン変性セルロース繊維、又は
（ｉｉｉ）カチオン化剤によって変性されたカチオン変性セルロース繊維を用いても構わ
ない。疎水化変性セルロース繊維を採用することにより樹脂との親和性を高めることがで
きる。
【００６３】
　セルロース繊維を疎水化変性する疎水化変性反応としては、公知の方法により行うこと
ができるが、酸ハロゲン化物を用いてエステル化しても良い。酸ハロゲン化物としては、
炭素数４～１８の酸クロライド、具体的には、ブチリルクロライド、ヘキサノイルクロラ
イド、オクタノイルクロライド、デカノイルクロライド、ドデカノイルクロライド、ステ
アロイルクロライド、オレオイルクロライド等のアルキル基又はアルケニル基を有する酸
クロライド、ベンジルクロライド等の芳香環を有する酸クロライドが例示され、これらは



(12) JP 6012751 B2 2016.10.25

10

20

30

40

50

１種類、又は２種類以上を併用して用いることができる。
【００６４】
　酸ハロゲン化物を用いたエステル化に代えて、アルキル又はアルケニル無水コハク酸に
よるセルロース繊維のハーフエステル化後、生成したカルボン酸の一部、又は全部を金属
水酸化物等のアルカリで中和しても良い。アルキル又はアルケニル無水コハク酸としては
、炭素数４～２０のオレフィン由来の骨格と無水マレイン酸骨格を持つ化合物が例示され
る。具体的には、オクチル無水コハク酸、ドデシル無水コハク酸、ヘキサデシル無水コハ
ク酸、オクタデシル無水コハク酸等のアルキル無水コハク酸、ペンテニル無水コハク酸、
ヘキセニル無水コハク酸、オクテニル無水コハク酸、デセニル無水コハク酸、ウンデセニ
ル無水コハク酸、ドデセニル無水コハク酸、トリデセニル無水コハク酸、ヘキサデセニル
コハク酸無水物、オクタデセニルコハク酸無水物等のアルケニルコハク酸無水物が例示さ
れこれらは１種類、又は２種類以上を併用して用いることができる。例えば炭素数１６の
オレフィン骨格を持つアルケニル無水コハク酸を「ＡＳＡ-Ｃ１６」と表記することがあ
る。
【００６５】
１）酸ハロゲン化物を用いた反応
　酸ハロゲン化物の使用量は、セルロース繊維含有材料１００重量部に対して０．１～２
００重量部程度が好ましく、０．５～１５０重量部程度がより好ましく、１～１００重量
部が更に好ましい。
【００６６】
　セルロース繊維含有材料と酸ハロゲン化物とを作用（反応）させる温度は、－２０～１
５０℃程度が好ましく、好ましくは－１０～１３０℃程度がより好ましく、０～１００℃
程度が更に好ましい。また、セルロース繊維含有材料と疎水化剤とを作用（反応）させる
時間は、酸ハロゲン化物の種類にもよるが反応が完了したかどうかは赤外スペクトルによ
りエステルのＣ＝Ｏ伸縮振動のピークを追尾することで確認できる。なお、疎水化反応を
行う圧力については、特に制限がなく、大気圧下で行えばよい。
【００６７】
　反応溶媒の使用量としては、セルロース繊維含有材料１００重量部に対して、０．１～
１０００重量部程度が好ましく、１～５００重量部程度がより好ましく、１０～１００重
量部程度が更に好ましい。
【００６８】
　酸ハロゲン化物を用いた反応の結果ハロゲンが生成するため、これを中和する塩基が必
要となる。使用する塩基は、通常、アルカリ金属水酸化物、特に水酸化ナトリウムである
。使用する塩基の量は、酸ハロゲン化物に対しモル比で塩基／酸ハロゲン化物＝１．０～
１．５である。
【００６９】
　酸ハロゲン化物を用いた反応では、必要に応じて触媒を用いてもよく、ピリジン、４－
ジメチルアミノピリジン、４－ピロリジノピリジン等が用いられるが、４－ジメチルアミ
ノピリジンが好ましい。
【００７０】
　使用する触媒の量は、セルロースのグルコース単位１モルに対し０．０１～１００００
モルが好ましく、０．０２～５０００モルが好ましく、０．０２～３０００モルが特に好
ましい。触媒の量が１モル以上の場合は触媒が溶媒の役割も果たしているが、この量がグ
ルコースに対し１００００モルをこえる場合、触媒としての観点から有効に役割を果たし
ていない。また０．０１モル未満の場合は反応に多大な時間を要する。
【００７１】
　疎水化反応は水中で行うことができるが、非水系溶媒中で行ってもよい。非水系溶媒と
しては、メタノール、エタノール、プロパノール、イソプロパノール、ブタノール等のア
ルコール類、塩化メチレン、クロロホルム、四塩化炭素等のハロゲン化溶媒、アセトン、
メチルエチルケトン等のケトン系溶媒、ＴＨＦ、エチレングリコール、プロピレングリコ
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ール、ポリエチレングリコール等のエーテル類、及びこれらのメチル、ジメチル、エチル
、ジエチル化物、ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミド等のアミド化溶媒、ヘキ
サン、ヘプタン、ベンゼン、トルエン等の非極性溶媒、又はこれらの混合溶媒である。ま
た、これらから選ばれた２種以上の混合溶媒を使用してもよい。
【００７２】
２）「アルキル又はアルケニル無水コハク酸」によるハーフエステル化と中和反応
　「アルキル又はアルケニル無水コハク酸」の使用量は、セルロース繊維含有材料１００
重量部に対して、０．１～１０００重量部程度が好ましく、０．５～５００重量部程度が
より好ましく、１～５００重量部が更に好ましい。
【００７３】
　セルロース繊維含有材料と、アルキル又はアルケニル無水コハク酸とを作用（反応）さ
せる温度は、１００～２００℃程度が好ましく、１００～１８０℃程度がより好ましく、
１００～１５０℃程度が更に好ましい。また、セルロース繊維含有材料と、アルキル又は
アルケニル無水コハク酸とを作用（反応）させる時間は、その種類にもよるが反応が完了
したかどうかは赤外スペクトルによりエステルのＣ＝Ｏ伸縮振動のピークを追尾すること
で確認できる。なお、疎水化反応を行う圧力については、特に制限がなく、大気圧下で行
えばよい。
【００７４】
　セルロース繊維含有材料と「アルキル又はアルケニル無水コハク酸」との反応は無水条
件で行えば特に制限はないが、例えば、１）セルロース繊維含有材料を乾燥させた後に有
機溶媒に分散させ、アルキル又はアルケニル無水コハク酸を加え、加熱攪拌により反応さ
せる方法、２）含水のセルロース繊維を有機溶媒に分散させた後にろ過し、溶媒をある程
度除いた後、ろ過残を再度有機溶媒に分散させることを繰り返すことにより水を除く、い
わゆる溶媒置換法で分散させた後に「アルキル又はアルケニル無水コハク酸」を加え、加
熱攪拌により反応させる方法、３）含水のセルロース繊維に液状の疎水基を含む環状酸無
水物を加え、攪拌しながら加熱し脱水させ液状の「アルキル又はアルケニル無水コハク酸
」中にセルロース繊維含有材料を分散させつつ、セルロース繊維と疎水基を含む環状酸無
水物との反応を進行させる方法等が例示される。この中でも、３）の方法が、反応濃度が
高く、反応が効率的であるだけでなく、反応後に溶媒を除去する必要がないので好ましい
。
【００７５】
　有機溶媒としては、メタノール、エタノール、プロパノール、イソプロパノール、ブタ
ノール等のアルコール類、塩化メチレン、クロロホルム、四塩化炭素等のハロゲン化溶媒
、アセトン、メチルエチルケトン等のケトン系溶媒、ＴＨＦ、エチレングリコール、プロ
ピレングリコール、ポリエチレングリコール等のエーテル類、及びこれらのメチル、ジメ
チル、エチル、ジエチル化物、ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミド等のアミド
化溶媒、ヘキサン、ヘプタン、ベンゼン、トルエン等の非極性溶媒、又はこれらの混合溶
媒である。また、これらから選ばれた２種以上の混合溶媒を使用してもよい。
【００７６】
　反応では必要に応じて触媒を用いてもよく、ピリジン、４－ジメチルアミノピリジン、
４－ピロリジノピリジン等が用いられるが４－ジメチルアミノピリジンが好ましい。使用
する触媒の量はセルロースのグルコース単位１モルに対し０．０１～１００００モルが好
ましく、０．０２～５０００モルが好ましく、０．０２～３０００モルが特に好ましい。
触媒の量が１モル以上の場合は触媒が溶媒の役割も果たしているが、この量がグルコース
に対し１００００モルをこえる場合、触媒としての観点から有効に役割を果たしていない
。
【００７７】
　１）～３）の反応の反応装置としては加熱・攪拌出来れば特に制限はないが、例えば、
攪拌羽を装備したフラスコ、攪拌子を持つビーカー、ニーダー、二軸押出し機、ラボプラ
ストミル、ビーズミル、ボールミル等が挙げられる。反応は基本的に固液反応であるので
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、反応効率を上げるためには攪拌効率高い攪拌装置が好ましく、具体的にはニーダー、二
軸押出し機、ラボプラストミル、ビーズミル、ボールミル等が例示される。
【００７８】
　反応後は洗浄しなくても良いし、未反応の疎水基を含む環状酸無水物を除くために有機
溶媒で洗浄操作をしても良い。また、反応により生成したカルボキシル基の一部、又は全
部を中和することが好ましい。中和に用いるアルカリとしては中和出来れば特に制限はな
いが、例えば水酸化ナトリウム、水酸化カリウム等のアルカリ金属の水酸化物が例示され
る。
【００７９】
　なお、カルボン酸を中和しないでビーズミル等により強力な機械的せん断力をかけると
セルロース繊維に含まれるセルロース等の加水分解を誘発し、得られたミクロフィブリル
化セルロース繊維の切断が起こってしまうため、好ましくない。
【００８０】
＜実施例＞
　以下、実施例について説明する。実施例１乃至５では、熱可塑性樹脂として融点１９０
℃のポリアミドＰＡ１１を用いた。実施例１、２、４、５では、アルケマ製のＲｉｌｓａ
ｎ（登録商標）ＢＥＳＮ０の高粘度のポリアミドＰＡ１１を用いた。実施例３では、アル
ケマ製のＲｉｌｓａｎ（登録商標）ＢＭＮ０の低粘度のポリアミドＰＡ１１を用いた。ポ
リアミド中に分散したセルロース繊維は上述に開示の手法によりミクロフィブリル化した
ものであり、ミクロフィブリル化の処理対象の原料にＮＢＫＰパルプを用いた。白色の無
機顔料としてＴｉＯ2を用いた。原料中の各材料の質量％は、表１に開示のとおりである
。なお、実施例においては、熱可塑性樹脂とセルロース繊維の合計質量％が１００％とな
るように計算している。顔料については外部数として扱っている。ファスニング部品の製
造は、図４を参照して説明した条件に即して行った。なお、実施例１乃至５では、ファス
ニング部品を製造することに代えて、長さ×巾×厚さの順で８０×１０×４ｍｍの試験片
を製造した。試験片の特性結果は、ファスニング部品の特性にもそのまま反映される。
【００８１】
　曲げ弾性率、及び曲げ強度は、上述の開示の方法にて測定した。溶融粘度についても同
様である。なお、溶融粘度に関して、条件１は、せん断速度が１２．１６ｓｅｃ-1であり
、条件２は、せん断速度が１２１６０ｓｅｃ-1である。Ｍ／Ｎは、小数点３ケタ以下を四
捨五入している。
【００８２】
【表１】

【００８３】
　表２に比較例を示す。比較例１では、熱可塑性樹脂としてアルケマ製のＲｉｌｓａｎ（
登録商標）ＢＥＳＮＯを用いた。比較例２、４では、熱可塑性樹脂としてプライムポリプ
ロＪ１０６Ｇを用いた。比較例３では、熱可塑性樹脂としてテナック７５１１Ｃを用いた
。比較例１では、セルロース繊維の質量％が高すぎた結果、金型内へ溶融原料を供給する
こと自体が容易ではない状態となった。比較例２では、セルロース繊維の質量％が低い結
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果、十分な曲げ強度を確保することができなかった。比較例３についても比較例２と同様
、十分な曲げ強度を確保することができなかった。比較例４についても十分な曲げ強度を
確保することができなかった。比較例１では成形自体できなかったため、曲げ弾性率等の
結果は得られなかった。
【００８４】
【表２】

【００８５】
　なお、ファスニング部品をファスナースライダーとした場合の特性は、各表に記載の曲
げ弾性率、曲げ強度、原料の溶融粘度等に対応したものになる。曲げ弾性率、曲げ強度、
溶融粘度等はファスニング部品の形状に依存することなく測定されるべきものである。従
って、ファスナースライダー等に成形されたファスニング部品については、所定寸法の試
験片に成形したうえで測定されるべきである。
【００８６】
　上述の教示を踏まえると、当業者をすれば、各実施形態に対して様々な変更を加えるこ
とができる。請求の範囲に盛り込まれた符号は、参考のためであり、請求の範囲を限定解
釈する目的で参照されるべきものではない。
【符号の説明】
【００８７】
１００　　：スライドファスナー
７５　　　：エレメント列
８１　　　：ファスナーテープ
９０　　　：ファスナースライダー
９２　　　：スライダー本体
９４　　　：柱部
９８　　　：引手

２００　　：成形装置
２０１　　：シリンダー
２０２　　：搬送スクリュー
２０３　　：導入部
２０４　　：ノズル
２１０　　：撹拌部
２２１ａ　：第１金型
２２１ｂ　：第２金型
２２０　　：成形部
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